
１．重要な会計方針

公益法人会計基準（平成20年4月11日、令和2年5月15日改正　内閣府公益認定等委員会）

を採用している。

（1）　固定資産の減価償却の方法

　　　 ・建物（間仕切り）、ソフトウェアは定額法、什器備品は定率法により減価償却を

　　　　 行っている。

　　　 ・リース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によって

　　　　 いる。

（2）　引当金の計上基準

　　　 退職給付引当金は、期末退職給付の要支給額に相当する金額を計上している。

　　　　・引当金明細

（単位：円）

退職給付引当金 2,456,750 574,800 1,674,850

（3）　リース取引の処理方法

　　　 ・ファイナンス・リース取引

　　　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

　　　　については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっている。但し、重要性

　　　　が乏しいリース資産は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

（4）　消費税等の会計処理

       消費税等の会計処理は税抜方式を採用している。

２．特定資産の増減額及びその残高

　　　特定資産の増減額及びその残高は次のとおりである。 （単位：円）

３．特定資産の財源等の内訳

　特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 （単位：円）

財務諸表に対する注記

科　　　目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
目的使用 その他

1,356,700

3,474,809

科　　　　　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

特定資産

35,149,659

退職給付引当資産 2,456,750 574,800 1,356,700 1,674,850

減価償却引当資産 3,474,809 0 0

（うち負債に対応する額）

協会運営積立資産 30,000,000 20,000,000 20,000,000 30,000,000

合　　　計 35,931,559 20,574,800 21,356,700

退職給付引当資産 1,674,850 1,674,850

科　　　　　　　目 当期末残高
（うち指定正味財産

から充当額）
（うち一般正味財
産から充当額）

協会運営積立資産 30,000,000 30,000,000

特定資産

合　　　計 35,149,659 0 33,474,809 1,674,850

減価償却引当資産 3,474,809 3,474,809



４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

５．保証債務　　なし

附　属　明　細　書

１．特定資産の明細

財務諸表に対する注記に記載をしているため内容を省略している。

２．引当金の明細

財務諸表に対する注記に記載をしているため内容を省略している。

205,517

合　　　　　　　　　計

1,004,999

4,840,345 4,255,117

1,005,000

6,125,595 5,334,849 790,746

什　　器　　備　　品 585,228

ソ　フ　ト　ウ エ ア 280,250 74,733

財務諸表に対する注記

取得価額 減価償却累計額 当期末残高種　　　　　類

建　　物　（間仕切） 1
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